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１． はじめに  

2004 年スマトラ島沖地震津波を契機に進められた

インド洋津波警報システム構想は、太平洋の津波警

報技術のインド洋への移転を前提としたものである．

しかし，高度な津波警報技術の運用はインド洋沿岸

諸国にとって財政的にも技術的にも負担が大きく、

維持管理の持続可能性に大きな不安が残る．これら

の課題を克服するため，安価で維持管理しやすく，

特に沿岸漁業や観光業の日常的な海洋観測ニーズを

満たすブイ（多目的ブイ）と宗教施設を避難施設と

する新しい津波防災対策が目黒ら(2007)1)によって

提案された．本研究では，この多目的ブイネットワ

ークによる津波警報システムの有効性を，観測情報

の活用による人的被害軽減効果に着目して検証する． 

 

２．多目的ブイを用いた津波警報システムの 

減災効果の検討方法 

まずインド洋で起こりうる津波を網羅的に考慮す

るため，スンダ海溝沿いに 160 通りの地震津波シナ

リオを想定し，各地域の津波浸水エリア内（レベル

湛水法で推計）の人的被害数を推計することとした．

計算領域と地震発生シナリオを図１に示す． 

 

人的被害数 PED2)は，浸水域内人口 Pop，浸水深η

とηに応じた人的被害率α3)，津波警報発信から津波

到達までのリードタイム LT と LT に応じた避難率β

を用いて，式 1 で定義した． 

( ) ( ) ( )( )PopLTPEPPED βηαηα −== 1    …(1) 

 

３．減災効果の検討結果 

3.1 各地域の津波危険度の推計 

津波対策前の人的被害は，リードタイム LT をゼロ

とした各地の PED の期待値(図２上図)と浸水域内人

口１人当たりの被害率(=PED / Pop)の期待値(図 2 下

図)より推計した。その結果、各地域の津波危険度を，

津波が発生した際に被害者の絶対数が多い地域(PED

の期待値高)と，津波に対して脆弱な地域(PED/Pop の

期待値高)に分けて定量的に示すことができた．この

結果は，津波防災対策推進地域の優先順位付けに利

用できると考えられる． 

 

3.2 効果的なブイ設置位置の推定 

 次に，160 通りの津波シナリオに対し，津波が発生

図 2 インド洋の津波危険度 

図-1 津波危険度の図示 スリランカ西岸 
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図 1 計算領域・地震発生シナリオ 
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した際に最も早く津波を検知し観測情報を発信でき

る地域を抽出した．津波観測可能点は，ブイの日常

利用ニーズがある人口 1 万人以上の都市の沿岸部を

仮定した．抽出結果を図 3 に示した。これより、主

にミャンマー，ニコバル，インドネシアがインド洋

全体の人的被害軽減に有効な津波観測情報発信国と

なり得ることが分かった．  

 

3.3 多目的ブイシステムの人的被害軽減効果の推計 

多目的ブイネットワークの人的被害軽減効果を，

各地域の PED の軽減率(PMR)より推計した． 

まず、情報共有領域をインド洋全体とした場合の

各グリッド毎の PMR を図 4 に示す． 

 

この結果より，広範囲に多目的ブイのネットワー

クを構築すれば人的被害の大幅削減が可能になるこ

とが分かった．またこの結果は，沿岸各地のブイ設

置・維持費用負担率を決める際にも活用できる． 

 最後に、情報共有領域が拡大した際に、国別の人

的被害軽減効果がどれだけ変化するかを示すために、

津波情報を共有する領域をインド洋全体のとした場

合と各国毎とした場合の PMR を図 5 に示す． 

 
図 5 より、国によって違いはあるがインド洋全体

で観測ネットワークを整備した場合には，自国のみ

の場合に比べて平均約 2 倍、最大で約 9 倍の人的被

害軽減が見込めることが分かった．また、多目的ブ

イによる観測ネットワークが津波警報システムとし

て十分な効果を持つことが分かった．  

 

４．まとめ 

本研究では、インド洋で起こりうる津波を「網羅

的」に考慮した上で、多目的ブイシステムの減災効

果を検証した．具体的には次のような検討を行った．

①各地域の津波危険度を推計し、定量化した．②イ

ンド洋沿岸の効果的な津波観測点を抽出した．③多

目的ブイシステムの減災効果を推計し、定量化した

ことで、多目的ブイシステムの津波対策としての有

効性を示唆した． 
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図４ 情報共有領域をインド洋全体とした 

場合の各地の PMR 

 
 

図５ PMR の期待値のグラフ 

情報共有領域がインド洋全体の時の
効果的なブイ設置位置

図 3 効果的なブイ設置位置 
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